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３．衝突回避・被害軽減ブレーキシステムの性能評価と効果推定 
に関する検討 
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１．はじめに 
近年，交通事故死者数全体に占める歩行中の死者

数の割合は，自動車乗車中のそれを抜き最も大きな

割合を占めるに至っており，車両の安全技術による

歩行者保護の拡充はさらなる死亡事故削減を目指す

上で重要な課題となっている．そこで，この課題を

解決する技術の一つとして注目されているのが，歩

行者事故の防止や事故発生時の被害軽減が期待され

る衝突回避・被害軽減ブレーキシステム（以下，

Collision Avoidance and Mitigation System
（CAMS）と称す．）である．本研究では，このCAMS
の性能定義のあり方と効果評価手法を，実際にCAMS
が搭載された車両を用いた実験により検討した．本

報告では，本実験によって明らかとなった CAMS の

特性を示すとともに，この特性の実態を反映させた

新たな性能定義と効果評価手法について提案する． 
２．実験概要 

本研究で行った実験の概要を図１に示す．本実験

では，CAMS が搭載された実験車両を等速度で歩行

者ダミーに接近させ，CAMS の作動状況を検証し

た．実験車両には GPS 速度計と加速度計を搭載し，

これによって車両の速度，減速度を計測した．実験

車両と歩行者ダミーとの衝突判定は，歩行者ダミー

の設置位置を車両の先端が通過したかどうかで判断

した． 
 
 
 
 
 
 
 

 
図１ 実験の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図２ 歩行者ダミーの設置状態 

また，衝突速度は，この通過時の車両の速度とし

た．実験車両を運転するドライバは，等速度を維持

するためのアクセル操作と直進走行を維持するため

のハンドル操作を行うが，ブレーキ操作は一切行わ

ない．また，等速度走行区間は，歩行者ダミーから

50[m]の区間とした．使用したコースの道路幅は，

4.0[m]である．車両の設定速度は，5, 10, 15, 20, 25, 
30, 35, 40, 45, 50, 60, 80[km/h]とした． 
図２に示すように，歩行者ダミーは，FRP 製の支

柱で支えられた横棒（FRP 製）から吊り下げるかた

ちで設置した．歩行者ダミーの身長は 170[cm]とし

た．歩行者ダミーは，タイツの中にポリウレタン製

のスポンジやポリエチレン製のパイプを詰めること

によって人型（脚，胴，腕から手の指まで作られてい

る）を形成した．そして，この人型の上にポリエステ

ル製のヤッケを着せ，特殊樹脂製のサイズ 25[cm]の
シューズを履かせた． 
実験車両は，障害物を検知するセンサシステムの

異なる CAMS が搭載された２車種（車両 A：カメラ

を使用するシステム，車両 B：カメラ，レーダ及び

レーザを使用する複合システム）を用意した． 

 

 

ついて，歩車間通信システム無しの場合と警報が行わ

れた場合とで，いずれも有意な差が見られた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．２．支援情報への依存の影響 

 図 13はグループ３で実験対象歩行者から情報提供 

２が提示されるケースを 3 回行った後に情報提示を

行わないケースを続けて２回行った場合に，歩行者と

衝突した人の数及び運転行動に変化が見られた人の

数を示したものである．衝突は場面 C の１名のみであ

る．また，運転行動の変化としては，衝突回避の方法

がブレーキ操作主体からハンドル操作主体に変化（場

面A），右折時に交差点で停止せず対向直進車両の前を

右折（場面B）及び見通しの悪い交差点をブレーキ操

作無しで通過（場面D）が観測された．いずれも情報

提供を行わないケースで「横断歩行者はいないであろ

う」との思い込みがあったものと考えられる． 

 図 14 は場面 C で実験対象歩行者との衝突が見られ

た実験参加者について，最小距離を実験のケースごと

にプロットしたものである．情報提供が行われた３回

についてはいずれも十分な距離が確保されているこ

とから，情報提供が行われないケースの1回目（図の

赤丸）では，「横断歩行者はいないであろう」との思

い込みがあったものと考えられる．但し，同ケースの

2回目では問題無く対応できていることから，依存の

影響は一時的なものと考えられる． 

 

 
 
 
 

 

４．まとめ 

 歩車間通信により歩行者の情報を一般ドライバー 
に提示した場合の効果や受容性等について確認する 

ため，30代～40代を中心に日常的に運転を行う人を 

 
 
 
 
 
 
 
 

対象とした実験をDSで行い，以下の知見を得た． 

(1)ドライバーが歩行者の接近を目視することが困難

な場面において，情報の提示により，衝突を回避する

ための対応がより早く適切に行われるようになった． 

(2)歩行者の存在のみ提示する方法（情報提供１）と，

存在と方向を提示する方法（情報提供２）では，運転

行動に明確な違いは見られなかったが，アンケートで

は情報提供２の方が役立つと評価する人が多かった． 

(3)ドライバーが歩行者の接近を警戒しやすい場面で

不要な情報提供が行われるとアクセルOFFまたはブレ

ーキ操作する人の数が多くなった．なお，アンケート

では，6割程度の人が不要な情報提供を許容した． 

(4)衝突の回避が必要な歩行者からの情報提供を繰り 

返し経験すると，情報への依存による影響と推定され

る歩行者との衝突及び運転行動の変化が一部で見ら

れたが，大多数の人については影響が無かった． 

 今後の課題として，情報提供の頻度等の諸条件をよ

り幅広く設定した確認が必要であると考えられる． 

 なお，本研究は国土交通省の受託調査「平成 23 年

度通信利用型安全運転支援システムから歩行者情報

を提示した場合のドライバーの運転行動に関する調

査」として実施した． 
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図１２ 場面Gにおける最小距離の比較 

図１３ 情報提供に対する依存の影響が現れたと 

推定される人の数（場面毎） 

図１４ 場面Cにおいて依存の影響が現れたと 

    推定される実験参加者の最小距離の推移 
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図６ 車両速度に対する推定衝突速度 

即ち，50%衝突確率車両速度を越える車両速度で

は衝突を回避することが困難になると考えられる．

実験車両の 50%衝突確率車両速度は，車両 A では

19.8[km/h]，車両Bでは33.5[km/h] であった．これ

により，車両 B は，車両 A と比較して，高い速度域

まで衝突を回避できる可能性が高いと判断される． 
４．２．衝突被害軽減能力の性能定義 
図４に示すように，CAMS は衝突が発生した場合

でも，車両を減速させることによって衝突速度の低

減を図り，衝突被害を軽減させることができる可能

性が確認された．そこで，この実験結果（図４）をも

とに，回帰分析（一次）を用い車両速度に対する衝突

速度を推定した．図６に車両 A 及び B の車両速度に

対する衝突速度の推定結果を示す． 
実際，CAMS による減速が難しい高い速度域（約

60[km/h]以上）における車両速度と衝突速度の関係

は，図中においてほぼ y = x の直線上に現れるが，

CAMS による減速が期待できる速度域では，この回

帰直線にその減速傾向が現れると考えられる．特

に，推定衝突速度が０となる車両速度（以下，「回避

限界速度」と称す）は，CAMS による速度低減量が大

きいほど高くなる傾向が現れる．そこで，本研究で

は，この回避限界速度を，衝突被害軽減能力を評価

する一つの指標として定義することとした．実験車

両の回避限界速度は，車両 A では 9.2[km/h]，車両 B
では 15.1[km/h]であった．これにより，車両Bは，車

両 A と比較して，CAMS による減速が期待できる速

度域では減速効果が高いと考えられる． 
４．３．効果評価 
本研究では，CAMS の衝突回避能力の性能定義を

行う上で，衝突確率を実験データに基づいてロジス

ティック回帰分析によって推定した． 

 
 
 
 
 
 

 
図７ 車両速度別の歩行中の死者数 

 
 
 
 
 
 

 
図８ 車両 A の効果評価 

 
 
 
 

 
 

 
図９ 車両 B の効果評価 

一方，このような性能を有した CAMS が普及した

場合どの程度の事故を減らすことができるかを明ら

かにすることが CAMS の効果評価となる．（財）交

通事故総合分析センターでは，H18～H22 の 5 年間

の第一当事者が四輪車の事故における死者数（第一当

事者の死者を含む）で状態が歩行中の死者数を車両速

度（危険認知速度）別にまとめている（図７）(2)．そ

こで，車両速度毎に得られる衝突確率をこのデータ

に乗じることによって CAMS が 100%普及した場合

の死者数を効果評価として推定することとした．図

８及び９に，それぞれ車両 A と B の効果評価（100%
普及時に推定される死者数）の結果を示す． 
図７に示すように，（財）交通事故総合分析センタ

ーのデータによると 5年間の死者数は，車両速度が 0
～100[km/h]では 7,980 名であった．これに対し，図

８に示すように，車両Aが100%普及した場合には死

者数は，1,343 名減の 6,637 名にまで低減することが

できると推定された．一方，車両Bが100%普及した

場合には死者数は2,533名減の5,447名にまで低減す

 

 

３．結果 
３．１．車両速度と衝突回避能力の関係 
図３に，実験車両の衝突回避能力を示す結果とし

て実験車両の速度に対する衝突の有無を示す．実験

は昼間，乾燥路面で行い，歩行者ダミーには，黒い

服を着せ，車両の中央位置に横向きに設置した． 
図中(a)が車両 A，(b)が車両 B の結果である．この

ように車両 A,B 共に，車両速度が同一の場合でも衝

突が発生したり，回避したりする場合が確認され

た．また，車両 A と B を比較した場合，車両 A では

約 15[km/h]～約 35[km/h]でこのような衝突回避能力

の不安定な状態が確認されたのに対し，車両 B では

約 30[km/h]～約 40[km/h]でこのような状態が確認さ

れた．即ち，車両 B は，車両 A よりも低速域（約

30[km/h]以下）で安定的に衝突を回避可能であり，衝

突回避の不安定さが現れる速度域も狭く，衝突が回

避できた限界車両速度も高いと言える． 
３．２．車両速度と衝突被害軽減能力の関係 
図４に実験車両が歩行者ダミーと衝突した際の実験

車両の速度に対する衝突速度を示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図３ 車両速度に対する衝突の有無 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図４ 車両速度に対する衝突速度 

本図では，衝突は発生したものの CAMS の作動に

よって減速された場合，図中の灰色部分にプロット

されることになる．車両速度が高くなるにつれて減

速効果が低くなることが確認されたが，車両速度が

45[km/h]付近でも車両 A,B 共に７割程度速度を低減

できる可能性があることが確認された． 
４．考察 

４．１ 衝突回避能力の性能定義 
図３に示すとおり，CAMS が搭載された車両の衝

突回避能力は，不確実性を伴った確率的事象として

現れることが確認された．そこで，この実験結果（図

３）をもとに，各車両の車両速度に対する衝突確率を

ロジスティック回帰分析によって推定した．この車

両速度 xを説明変数とする衝突確率 p(x)は，以下のよ

うに示される． 
 
 
 
ここで，c は結果を表し，衝突=1,回避=0 の 2 値を

とる．θ = (β0, β1) はモデルのパラメータであり，実

験結果より推定される．衝突確率はp(x)，その排反事

象である1-p(x)がCAMSの衝突回避確率と考えること

ができる．図５に車両 A 及び B の車両速度に対する

衝突確率の推定結果を示す．これより，車両 B の衝

突確率は，車両 A と比較して低速域（約 30[km/h]以
下）で低い状態が維持され，その後，より急峻に増加

する傾向が確認された．また，車両 A 及び B 共に

45[km/h]付近で衝突確率が 100%に近づく傾向が推

定され，これ以上の速度域では両車両共にほぼ衝突

は回避できなくなると考えられる． 
本研究では，衝突確率が 50%を越える車両速度（以

下，「50%衝突確率車両速度」と称す）を CAMS の

性能を評価する一つの指標として定義することとし

た． 
 
 
 
 
 
 
 

 
図５ 車両速度に対する衝突確率 
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図６ 車両速度に対する推定衝突速度 

即ち，50%衝突確率車両速度を越える車両速度で

は衝突を回避することが困難になると考えられる．

実験車両の 50%衝突確率車両速度は，車両 A では

19.8[km/h]，車両Bでは33.5[km/h] であった．これ

により，車両 B は，車両 A と比較して，高い速度域

まで衝突を回避できる可能性が高いと判断される． 
４．２．衝突被害軽減能力の性能定義 
図４に示すように，CAMS は衝突が発生した場合

でも，車両を減速させることによって衝突速度の低

減を図り，衝突被害を軽減させることができる可能

性が確認された．そこで，この実験結果（図４）をも

とに，回帰分析（一次）を用い車両速度に対する衝突

速度を推定した．図６に車両 A 及び B の車両速度に

対する衝突速度の推定結果を示す． 
実際，CAMS による減速が難しい高い速度域（約

60[km/h]以上）における車両速度と衝突速度の関係

は，図中においてほぼ y = x の直線上に現れるが，

CAMS による減速が期待できる速度域では，この回

帰直線にその減速傾向が現れると考えられる．特

に，推定衝突速度が０となる車両速度（以下，「回避

限界速度」と称す）は，CAMS による速度低減量が大

きいほど高くなる傾向が現れる．そこで，本研究で

は，この回避限界速度を，衝突被害軽減能力を評価

する一つの指標として定義することとした．実験車

両の回避限界速度は，車両 A では 9.2[km/h]，車両 B
では 15.1[km/h]であった．これにより，車両Bは，車

両 A と比較して，CAMS による減速が期待できる速

度域では減速効果が高いと考えられる． 
４．３．効果評価 
本研究では，CAMS の衝突回避能力の性能定義を

行う上で，衝突確率を実験データに基づいてロジス

ティック回帰分析によって推定した． 

 
 
 
 
 
 

 
図７ 車両速度別の歩行中の死者数 

 
 
 
 
 
 

 
図８ 車両 A の効果評価 

 
 
 
 

 
 

 
図９ 車両 B の効果評価 

一方，このような性能を有した CAMS が普及した

場合どの程度の事故を減らすことができるかを明ら

かにすることが CAMS の効果評価となる．（財）交

通事故総合分析センターでは，H18～H22 の 5 年間

の第一当事者が四輪車の事故における死者数（第一当

事者の死者を含む）で状態が歩行中の死者数を車両速

度（危険認知速度）別にまとめている（図７）(2)．そ

こで，車両速度毎に得られる衝突確率をこのデータ

に乗じることによって CAMS が 100%普及した場合

の死者数を効果評価として推定することとした．図

８及び９に，それぞれ車両 A と B の効果評価（100%
普及時に推定される死者数）の結果を示す． 
図７に示すように，（財）交通事故総合分析センタ

ーのデータによると 5年間の死者数は，車両速度が 0
～100[km/h]では 7,980 名であった．これに対し，図

８に示すように，車両Aが100%普及した場合には死

者数は，1,343 名減の 6,637 名にまで低減することが

できると推定された．一方，車両Bが100%普及した

場合には死者数は2,533名減の5,447名にまで低減す

 

 

３．結果 
３．１．車両速度と衝突回避能力の関係 
図３に，実験車両の衝突回避能力を示す結果とし

て実験車両の速度に対する衝突の有無を示す．実験

は昼間，乾燥路面で行い，歩行者ダミーには，黒い

服を着せ，車両の中央位置に横向きに設置した． 
図中(a)が車両 A，(b)が車両 B の結果である．この

ように車両 A,B 共に，車両速度が同一の場合でも衝

突が発生したり，回避したりする場合が確認され

た．また，車両 A と B を比較した場合，車両 A では

約 15[km/h]～約 35[km/h]でこのような衝突回避能力

の不安定な状態が確認されたのに対し，車両 B では

約 30[km/h]～約 40[km/h]でこのような状態が確認さ

れた．即ち，車両 B は，車両 A よりも低速域（約

30[km/h]以下）で安定的に衝突を回避可能であり，衝

突回避の不安定さが現れる速度域も狭く，衝突が回

避できた限界車両速度も高いと言える． 
３．２．車両速度と衝突被害軽減能力の関係 
図４に実験車両が歩行者ダミーと衝突した際の実験

車両の速度に対する衝突速度を示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図３ 車両速度に対する衝突の有無 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図４ 車両速度に対する衝突速度 

本図では，衝突は発生したものの CAMS の作動に

よって減速された場合，図中の灰色部分にプロット

されることになる．車両速度が高くなるにつれて減

速効果が低くなることが確認されたが，車両速度が

45[km/h]付近でも車両 A,B 共に７割程度速度を低減

できる可能性があることが確認された． 
４．考察 

４．１ 衝突回避能力の性能定義 
図３に示すとおり，CAMS が搭載された車両の衝

突回避能力は，不確実性を伴った確率的事象として

現れることが確認された．そこで，この実験結果（図

３）をもとに，各車両の車両速度に対する衝突確率を

ロジスティック回帰分析によって推定した．この車

両速度 xを説明変数とする衝突確率 p(x)は，以下のよ

うに示される． 
 
 
 
ここで，c は結果を表し，衝突=1,回避=0 の 2 値を

とる．θ = (β0, β1) はモデルのパラメータであり，実

験結果より推定される．衝突確率はp(x)，その排反事

象である1-p(x)がCAMSの衝突回避確率と考えること

ができる．図５に車両 A 及び B の車両速度に対する

衝突確率の推定結果を示す．これより，車両 B の衝

突確率は，車両 A と比較して低速域（約 30[km/h]以
下）で低い状態が維持され，その後，より急峻に増加

する傾向が確認された．また，車両 A 及び B 共に

45[km/h]付近で衝突確率が 100%に近づく傾向が推

定され，これ以上の速度域では両車両共にほぼ衝突

は回避できなくなると考えられる． 
本研究では，衝突確率が 50%を越える車両速度（以

下，「50%衝突確率車両速度」と称す）を CAMS の

性能を評価する一つの指標として定義することとし

た． 
 
 
 
 
 
 
 

 
図５ 車両速度に対する衝突確率 
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４．車両衝突時の歩行者被害について 
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１．はじめに 
 国内の年間の交通事故における負傷者数 854,493 人

（2011年）の中で歩行者の占める割合は8%である1) （図

１左図）．一方，死亡者数4,612人（2011年）の中で歩

行者の占める割合は，約37%と最も高い1) （図１右図）．

死傷者（軽傷・重傷・死亡）数の中で死亡者数の占める

割合を死亡率とすると，歩行者は，車両乗車中を含む他

の状態と比べ最も死亡率が高い 1)． 
 車両側の衝突安全対策として，現在我が国では，歩行

者頭部の被害軽減を目的とした歩行者頭部保護規制が

施行されている．他方，車両の衝突速度を低くすること

で，歩行者の傷害程度を軽減できると考えられる．最近

では車両に搭載されたセンサが前方の歩行者を検知し，

警報やブレーキ制御をかける歩行者検知型被害軽減装

置の普及も有望と考えられる． 
 最近我が国ではステレオカメラによる歩行者検知型

被害軽減装置が開発され，既に一部実用化２) ３)されてい

る．同装置は，歩行者を検知し自動ブレーキが正しく作

動した場合，衝突速度を減少させるシステムとなる．本

研究では，車両の衝突速度が変化したときの歩行者の被

害軽減度合いを明確化することにより，歩行者検知型被

害軽減装置の技術要件を提案するための基礎資料作成

を目的とする． 
 ここでは，衝突速度が変化したときの歩行者の被害状

況を，有限要素解析に基づき詳細に調査した．我が国の

歩行者事故における損傷主部位に着目すると，図2に示

すように死亡者については頭部の占める割合が最も高

く (56%)，次いで胸部の割合が高い (16%)1)．そこで，

日本人体型の一例として歩行者モデルを 50 歳代の男性

平均身長とし，セダン，軽乗用車，SUV の車両モデル

について，衝突速度を20, 30, 40, 50 km/h と変化させた場

合の歩行者頭部，胸部における傷害リスクを調査した． 
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図1 交通事故による負傷者数(左)，死亡者数(右) 
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図2 歩行者事故における損傷主部位 
 

２．方法 
 供試車両はセダン，軽乗用車，SUV の標準的なもの

について図 3 に示す各１車種とした．セダン，SUV の

有限要素モデルについては，National Crash Analysis 
Center (NCAC) が提供しているモデル 4)の車両前部を抽

出した．この抽出モデルのボンネット，バンパ，カウル，

ウィンドシールドの各要素を再分割した． 
軽乗用車の有限要素モデルについては，実車を3次元

測定装置により寸法測定し，車両形状データを取得し要

素を分割した．車両の構造材料の特性については，ボン

ネット，フェンダおよびバンパの部材から取り出した試

験片を用いて引張試験を実施し，各部材の材料特性をモ

 

 

ることができると推定された．また，車両 B の特徴

としては，低速域（約 30[km/h]以下）で大きく死者

数を低減する効果が期待され，車両 A と比較して

690 名もの死者数を低減することができると推定さ

れた． 
５．まとめ 

本研究では，まず CAMS の衝突回避能力及び被

害軽減能力の実態を把握するために，CAMS が搭

載された実際の車両を用いて確認実験を行った．そ

の結果，CAMS の衝突回避能力は不確実性を伴う

確率的な事象として現れ，衝突回避能力の再現性

を前提とした評価が困難であることが確認され

た．また，CAMS は，低速域（約 30[km/h]以下）で

は，車両速度を大きく低減できる可能性があること

が確認された． 
次いで，実験で得られた衝突回避能力及び被害

軽減能力の実態調査の結果を踏まえ，衝突回避能

力と被害軽減能力を評価するために新たな指標の

定義を試みた．衝突回避能力は，不確実性を伴う

確率的な事象として現れるため，車両速度に対す

る CAMS の衝突確率をロジスティック回帰分析に

よって推定し，衝突確率が 50%を超える車両速度

である50%衝突確率車両速度を衝突回避能力の指標

として定義した．これによって，CAMS によって

も衝突を避けられない確率が回避できる確率より

も高くなる車両速度を定量的に定義することを可

能にした．また，衝突被害軽減能力は，車両速度

に対する衝突速度を回帰分析によって推定し，推

定衝突速度が０となる車両の走行速度（回避限界速

度）をその指標として定義した．これによって，衝

突を回避できることが推定される限界の車両速

度，即ち，CAMS の減速効果が反映される指標を

定量的に定義することを可能にした．その一方

で，今回は一次の回帰直線によって回避限界速度

を求めたが，今後は回帰分析の結果を検証し，よ

り推定精度を高めるために高次の回帰曲線から回

避限界速度を求める方法も検討が必要となる可能

性がある． 
さらに，本研究では，CAMS の衝突回避能力の指

標定義を踏まえ，確率的な観点から効果評価手法

の考案を試みた．本研究で提案した効果評価手法

は，衝突回避能力の指標定義を行う際に算出した

システムの衝突確率を求め，これに車両の速度別

に分類された事故死者数データを乗ずることによ

って，CAMSが 100%普及した場合に推定される死

者数を推定するとういうものである．これによっ

て，CAMS の普及効果を死者の削減数という直接

的に効果が反映された数値で表すことを可能にし

た．また，本手法で用いる死者数データは，効果

評価を行う時々の事故データを用いることが可能

であり，これによって，本手法は，随時，事故実

態が反映される形で効果評価を行うことが可能で

あるというメリットを有している． 
ただし，その一方で，CAMS の性能を確率で定

義し，これをもとに効果評価を行う場合，注意すべ

き問題点がある．即ち，本手法は，CAMS によっ

て衝突回避が成功するか否かをその結果だけを用

いて確率的な事象として捉えるため，衝突の原因

がシステムの機能不全や性能限界に因るものなの

か，システムの欠陥に因るものなのか判断が困難

となる．従って，欠陥調査のプロセスと組み合わ

せて評価結果を判断する必要がある． 
今後の課題としては，効果評価の精度を上げる

ために，CAMS が使用するセンサの特性を考慮し，

歩行者ダミーの人に対する同等性を高めていく必

要があると考えている．また，この一環として，

歩行者の行動との同等性を高めるために，歩行者

の飛び出しを模擬できるような環境にて実験を行

う必要があると考えている． 
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